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１ 趣旨 

我孫子市では、「第９期介護保険事業計画・第１０次高齢者保健福祉計画」に

基づき、介護保険サービス基盤の整備を進めています。 

このうち、令和６～７年度に（介護予防）認知症対応型共同生活介護の事業

所及び（介護予防）認知症対応型通所介護の事業所を整備を予定する事業者を

募集します。 

   

２ 募集要件等 

（１）対象施設  

サービス種別 条件 整備年度 施設数 定員数 

（介護予防）認知症対応型

共同生活介護 

新設 

 

令和６～７年度 １施設 １８名 

（介護予防）認知症対応型

通所介護 

新設 

 

令和６～７年度 １施設 １０名程度 

   ※上記 2施設の併設型または共用型のみとする。 

 

（２）場所  

我孫子市全域 

※他の介護保険施設等の立地状況を確認の上、市内の施設立地状況のバランス

が図られるよう、十分に検討すること。 

 

（３）募集要件 

応募できる事業者は、介護保険法によるサービス提供をするため、十分な資

力や能力を継続的に有する者であること。 

① 運営法人は法人格を有していること。 

② 介護サービスを提供するため十分な資金計画及び事業計画が確実であり、

施設を安定的に運営できること。 

③ 介護保険法における指定・許可の欠格事由、取消事由に該当せず、所管庁

の監査等において、過去 3年間に重大（改善勧告以上）な指摘を受けてい

ないこと。また、それ以前に受けた指摘事項は改善していること。 

④ 運営法人は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２

号に掲げる暴力団に該当しないこと、暴力団または同条第６号に掲げる暴

力団員の利益となる行動を行っていないこと及びそれらと社会的に非難

されるべき関係を有していないこと。また、役員等が暴力団員又は暴力団 

員でなくなった日から５年を経過していないものに該当しないこと。 
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⑤ 会社更生法、民事再生法等に基づく再生手続きの申立てをしていない者で

あること。 

⑥ 法人において、国税及び地方税の滞納がないこと。なお、法人と代表者又

は役員等との間で債権債務関係がある場合は、当該債権債務関係が存する

代表者又は役員等の国税及び地方税の滞納がないこと。 

⑦ 原則、開設日までに介護保険法に基づく事務所指定を受け、事業所を開所

すること。ただし、天災その他避けることのできない事故その他特別の事

情があるときはこの限りでない。 

⑧ 事業を実施するにあたり、土地及び建物を確実に確保できる見込みである

こと。また、災害等に対する安全性が確保されている土地及び建物である

こと。 

ア 都市計画法、建築基準法、消防法、農地法等により定められた開発行

為、接道要件、農地や林地等の規則については、事業計画書の提出前

に本市の関係各課へ確認、事前相談を行うこと。 

イ 土地・建物は、自己所有と賃貸のどちらでも可能。賃貸の場合は、事

業の存続に必要な期間の地上権又は賃借権等の権利設定が必要。また、

運営法人の理事長又は運営法人から報酬を受けている役員等からの

賃借による貸与でないこと。 

ウ 土地、建物については、本事業計画以外の目的による抵当権や、事務

所存続の支障となりえるような権利設定がないこと。なお、抵当権等

の権利設定がある場合、十分な法的保全策が講じられるものであるこ

と。 

⑨ 隣接地権者等への説明 

    事業計画書の提出（令和７年１月１０日（金））までに、整備予定地

に隣接する地権者に対して、当該公募に応募することを説明してくだ

さい。また、提案が不採用になった場合は、整備を行わないことを説

明してください。 

 

（４）関係法令等  

 ① 「我孫子市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例」及び「我孫子市指定地域密着型介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例」その他

介護保険関係法令等の基準を満たしていること。 

② 老人福祉法、介護保険法、都市計画法、建築基準法、農地法、消防法そ

の他関係法令等を遵守すること。 
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（５）整備に係る補助金（予定）について 

 千葉県の「千葉県介護施設等整備事業交付金」を財源として、我孫子市の「我

孫子市地域密着型サービス拠点等施設整備費補助金交付要綱」に基づく補助金

があります。 

 令和７年度の補助金については、県との協議等により市に対する県の補助金

の交付決定が条件となるため、交付を受けられない場合があります。 

 補助金が交付されなかった場合にも、補助なしで整備を検討している法人等

においては資金計画策定にあたり、必要となる財源について十分にご検討くだ

さい。 

 また、補助金の制度について、県の補助金を財源としていますので、千葉県

の補助金が変更や廃止となった場合、市の補助金も変更や廃止となりうること

について、あらかじめご了承ください。 

 

＜我孫子市地域密着型サービス拠点等施設整備費補助金＞ 

種類 対象施設 補助基準額 

①地域密着型サービス等整

備等助成 

認知症対応型共同生活

介護 

39,600 千円／施設数 

認知症対応型通所介護 14,100 千円／施設数 

②介護施設等の施設開設準

備経費等支援 

認知症対応型共同生活

介護 

989 千円／定員数 

 ※補助基準額は令和６年１１月時点の基準であり、今後については未定であ

るため、あらかじめご了承ください。 

 

①地域密着型サービス等整備等助成 

認知症高齢者グループホーム、認知症対応型デイサービスセンターの整備

（施設の整備と一体的に整備されるものであって、市長が必要と認めた整備を

含む。）に必要な工事費又は工事請負費及び工事事務費（工事施工のため直接

必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費

及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の 2.6%に相当す

る額を限度額とする）。 

  ただし、別の負担（補助）金等において別途補助対象とする費用を除き、

工事費又は工事請負費には、これと同等と認められる委託費、分担金及び適

当と認められる購入費等を含む。 

※空き家（借家、テナント等を含む。）を活用した整備を行う場合、補助基
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準額を１０，５００千円／施設とする。 

※施設を合築・併設して整備を行う場合は、それぞれ補助基準額に 1.05 を

乗じた額を補助基準額とする。 

※土地所有者（オーナー）が施設等運営法人に有償で貸し付ける目的で整備

するものも対象とする。この場合、経営が安定的・継続的に行われるよう、

以下の要件を満たしていることを条件とする。 

 

・貸与を受ける不動産について、施設等を経営する事業の存続に必要な期間

の地上権又は賃借権を設定し、かつ、これを登記すること。また、登記費用

については応募者が負担すること。 

・賃借料は、地域の水準に照らして適正な額以下であるとともに、安定的に

賃借料を支払い得る財源が確保されていること。 

・賃借料及びその財源が収支予算書に適正に計上されており、施設等運営法

人が当該賃借料を長期間にわたって安定的に支払可能であると認められる

こと。 

 

②介護施設等の施設開設準備経費等支援 

認知症高齢者グループホームの円滑な開設に必要な需用費、使用料及び賃借

料、備品購入費（備品設置に伴う工事請負費を含む。）、報酬、給料、職員手当

等、共済費、賃金、旅費、役務費、委託料又は工事請負費。 

※施設開設前 6 か月間の準備に必要な経費を対象とする。 

 

３ 募集スケジュール 

今後のスケジュールについては次のとおりです。市の都合により日程等の変更が生

じる可能性もありますので、あらかじめご了承ください。 

内容 日程 

募集要領掲載 令和 6年１１月１１日（月） 

事前申出書提

出期限 
令和６年１１月２２日（金）午後４時まで 

質問受付 
令和６年１２月２日（月）～１２月６日（金） 

※ 午前 8時半～午後５時 

質問への回答 令和６年１２月２０日（金）までに我孫子市 HP上で公開 

応募書類提出

期限 
令和７年１月１０日（金）午後４時まで 
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審査（ヒアリン

グ） 
令和７年２月１３日または 2月１４日 

事業者決定 令和７年２月末 

 

４ 応募手続き 

（１） 事前申出書の提出 

応募を予定している事業者は、令和６年１１月２２日（金）午後４時までに、

令和６～７年度整備我孫子市（介護予防）認知症対応型共同生活介護及び（介

護予防）認知症対応型通所介護事業者募集に係る事前申出書（別紙１）をＦＡ

Ｘ又は電子メールで高齢者支援課に提出してください。 

なお、この事前申出書の提出は、本市が応募を予定している事業者の状況等

を把握するために求めるものであり、提出後、本市から問い合わせをする場合

があります。 

事前申出書を提出頂いた事業者のみ事業計画書及び提出書類一覧等を令和

６年１１月２９日（金）までに配布します。 

 

（２） 質問の受付及び回答 

ア 質問の方法 

公募に関する質問は、令和６年１２月２日（月）～１２月６日（金）の午前

８時半から午後５時の間、令和６～７年度整備我孫子市（介護予防）認知症対

応型共同生活介護及び（介護予防）認知症対応型通所介護事業者募集に係る質

問書（別紙２）により、ＦＡＸまたは電子メールにて受け付けます。 

【Ｆ Ａ Ｘ】０４－７１８６－３３２２ 

【電子メール】abk_koureishashien@city.abiko.chiba.jp 

 

イ 質問への回答 

質問に関する回答は、令和６年１２月２０日（金）までに我孫子市ホームペ

ージに掲載します。ただし、質問の内容が審査に著しく支障をきたすと判断し

た場合は、回答しないことがあります。 

 

ウ 注意点 

 締め切り以降の質問等は、公平性を期すため受け付けません。 

 電話や窓口での口頭での質問は受け付けません。  

 応募状況や他の応募者に関する情報等、法令等により確認できる事

項については回答しかねます。 
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（３） 応募書類の提出期限 

募集要領に基づき事業計画書及び添付書類を令和７年１月１０日（金）午後

４時までに本市に提出してください。 

市が指定した様式の表や行が足りない時は適宜追加してください。 

 

ア 提出方法 

持参（郵送等不可） 

※土・日・祝日を除く、午前 9 時～午後 4 時の間 

※予め必ず電話連絡の上、日程調整してから、来庁願います。 

 

イ 提出先 

〒２７０－１１９２ 千葉県我孫子市我孫子１８５８番地 

我孫子市役所 西別館 ３階 

健康福祉部 高齢者支援課 高齢者福祉係 

０４－７１８５－１１１１（内線４１１、４１２） 

 

（４） 提出書類の調製方法 

① 応募書類は、正本１部、副本（正本の写し）を 1 部ずつファイルに編綴 

し１０部作成して提出してください。 

② 原則Ａ４版です。ただし、図面および施設整備工程表（様式９）はＡ３

版とし、Ａ４サイズに折り込んで（Ｚ折り）ください。 

③ 全体の目次をつけてください。 

④ 書類ごとに合紙（白色無地の紙）を挟み、その合紙（白色無地の紙）に、 

番号と文字表記のインデックスをつけてください（番号のみの表示は不

可。番号と文字表記は「提出書類一覧」又は「オーナー型補助制度を利

用する場合の追加提出書類一覧」の「番号」「必要書類」と同じにする

こと）。 

⑤ 表紙及び合紙（白色無地の紙）以外にページ番号（通し番号）をつけて

ください。 

⑥ 必ず１冊のバインダーに綴り、バインダーの表紙、背表紙に次のことを

記載してください。 

「令和６～７年度整備我孫子市（介護予防）認知症対応型共同生活介護及

び（介護予防）認知症対応型通所介護事業候補者応募書類」（法人名） 
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（５） その他 

① 応募者は、応募書類の提出をもって、応募条件等の公募内容を承諾した

ものとみなします。 

② 優れた事業計画の提案と、選定された事業計画を確実に実行していただ

くため、一つの法人が応募できる本公募対象の計画は１計画に限ります。 

③ 事業者の採択の可否にかかわらず、事業者が応募に要した費用等は事業

者が負担することとします。 

④ 事業計画の中止や選定されなかったことによる一切の損害等について

は、我孫子市が責任を負うものではありません。 

⑤ 市長は、選定された法人又は事業者において、この公募要領に記載する

事項について、重大な違背行為があったと認める時は、決定について取

り消すことができるとともに、次回の応募資格を失うものとします。な

お、取り消した場合には、次点の事業者を繰り上げて決定することがあ

ります。 

⑥ 事業候補者に決定された後に事業候補者の責めに帰すべき理由により

辞退があった場合は、次回の応募資格を失うものとします。 

⑦ 契約書類など応募書類の正本に原本の写しを提出する場合には、代表者

名で原本証明を必ずしてください。 

 

 

令和６～７年度整備我孫子

市（介護予防）認知症対応型

共同生活介護及び（介護予

防）認知症対応型通所介護事

業候補者応募書類  

 

法人名 
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⑧ 今回の応募に当たって提出した提案内容について、事業候補者として決

定後に変更することは原則として認めませんので、計画内容を十分精査

のうえ応募してください。 

⑨ 事業候補者の決定は、介護保険法上の指定を確約したものではありませ

ん。 

 

（６） 応募に際しての注意事項 

① 応募に必要な書類に不足・不備等ある場合は、受付することができませ

んので、提出の前に再確認をお願いします。 

② 応募に必要な費用等については、応募者の負担となります。 

③ 提出された応募の書類等は返却しません。 

④ 必要に応じて、書類の提出及び記載内容の確認を求めることがあります。 

⑤ 他の応募者の計画の内容に関しての問い合わせについては、直接又は間

接の如何を問わず一切応じません。 

⑥ 応募における用地、建物等の権利者又は地域住民等との確約書等により

生じた損害賠償請求権等については、応募者の責任に帰すべき事項であ

りますので、我孫子市はその責任を負いません。 

⑦ 応募にあたり土地・建物等各種規制等により条件を満たせない場合、応

募は無効となります。 

  

（７） 応募の辞退 

書類提出後に辞退をする場合は、その事由を書面(任意様式)で提出してく

ださい。 

 

 

 

 

 

 

この写しは原本と相違ありません。 

令和 年 月 日 

社会福祉法人 〇〇会 

理事長 〇〇 〇〇 実印 

【例】 
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５選定について 

（１）審査（ヒアリング） 

応募した法人の代表者等から施設の運営等についてヒアリング等を行い、事 

業内容の審査を行います。 

①ヒアリングの日程は、応募された法人に令和７年１月１７日（金）まで 

に連絡します。 

②ヒアリングは、１法人３５分（提案１５分、質疑応答２０分程度） 

を予定しています。 

  ③ヒアリングの際は、実際に運営する法人の方（法人代表者、施設長（就 

任予定者）が望ましい）並びに設計監理会社もしくは設計監理者が出席 

してください（４名以内でお願いします）。 

④総得点（評価基準点の合計点×委員５人）の６割をボーダーラインとし、

ボーダーラインに満たない場合は選考されません。ボーダーラインを満た

した事業者について順位付けの判定を行います。なお、やむを得ない事情

によりヒアリングを欠席した選定委員がいた場合は、参加した委員の評価

点数を基に受託者を特定することとします。 

 

(２）事業候補者評価及び選定 

選定における評価は、前述の「２募集要件等」の要件を満たしていることと

し、評価基準の高得点の事業計画から先順位とします。（原則として、募集数

を超える選定は行いません。） 

※事業者の応募がない場合又は事業候補者が決定しなかった場合は、再度 

募集を行うことがあります。 

 

（３）審査の視点 

「評価項目及び基準採点表」参照。 

※評価項目及び基準採点表は事前申出書を提出頂いた事業者のみ事業

計画書及び提出書類一覧等と合わせて配布します。 

 

（４）選定結果の通知 

結果については、全ての応募者に文書で通知します。また、結果について 

の異議申し立ては一切受け付けません。 

 

（５）事業候補者の公表等 

事業候補者決定後、応募状況及び決定した事業者名、整備予定地等を市  

のホームページで公表します。 
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（６）その他 

我孫子市地域密着型サービス拠点等整備事業者選考審査会での評価の合

計点に基づき、最も合計点の高い第１位順位事業者を事業候補者として評価

します。同点で最も高い提案が２以上あるときは、「評価項目及び基準採点

表」の「２事業計画の評価」の合計点が高い方を先順位とします。また、第

１順位事業者が辞退等により事業候補者でなくなった場合は、繰り上げによ

り第２順位予定者を事業候補者として評価することがあります。 

  

６禁止事項、欠格事項等 

（１）次の各号のいずれかに該当する場合は、応募を無効とします。 

① 審査の結果、応募資格がないと認めた法人の場合 

② 我孫子市地域密着型サービス拠点等整備事業者選考審査会の審査前

に、審査会の委員に対し、直接、間接を問わず連絡を求め、又は接触

したことが明らかになった場合 

③ 虚偽又は不正等による申請が明らかになった場合、提案内容・事業運

営に関し法令違反が明らかになった場合 

 

（２）次の各号のいずれかに該当する場合は、事業候補者としての決定を取  

り消します。  

① 施設建築に係る関係省令等に抵触するなど明らかに整備が不可能で

あると市が判断した場合 

② 我孫子市の選定後に、計画地、定員、建築計画の変更等を行った場合 

③ 市民の疑惑や不審を招くような行為をしたと市長が認める場合、また

は法令違反が明らかになった場合 

  

 ７問い合わせ先 

我孫子市我孫子１８５８番地 

 我孫子市健康福祉部高齢者支援課高齢者福祉係  

 ＴＥＬ：０４－７１８５－１１１１ 

 ＦＡＸ：０４－７１８６－３３２２ 

Ｅmail： abk_koureishashien@city.abiko.chiba.jp 


